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ソフトバンクグループ株式会社

日本は、米中貿易協定に基づくソフトバンクへの60億ドルの手数料に反発している
発電所への支払いに関する紛争は、5500億ドル規模の投資のガバナンスに対する東京の不安を示している

【写真】孫正義氏(右)は、ハワード・ルトニック商務長官に日米共同政府系ファンドの構想を提案した。©JIJI 
Press/AFP/Getty Images

David Keohane, Harry Dempsey and Leo Lewis in TOKYO
（2026年3月19日公開| 2026年3月20日 01:57更新）

ソフトバンクは、ドナルド・トランプ氏との5500億ドル規模の共同投資計画の実施をめぐる不安が高まる中、東
京の当局者が介入するまで、日米共同事業のフラッグシッププロジェクトから1兆円（63億ドル）の手数料収入を
得る予定だった。

複数の関係者によると、この手数料は、億万長者の孫正義氏の会社がオハイオ州に建設・運営する330億ドル
規模のガス火力発電所の建設・運営費用として支払われる予定だったという。

この発電所は、日本が米国への5500億ドルの投資と引き換えにワシントンから関税引き下げを勝ち取った貿
易協定の最初の成果である。孫氏は、トランプ大統領との親密な関係もあって、この貿易協定の構想段階から中
心的な役割を担ってきた。

交渉に詳しい複数の関係者によると、ソフトバンクの最終的な手数料は当初の提案から90%以上削減された。
ソフトバンクは、目標とする9.2ギガワットの発電容量を達成できれば、15年から20年にわたって支払いを受け
ることになる。

手数料というアイデアが生まれたのは、そうでなければソフトバンクがプロジェクト開発者としての役割から何も
得られないからである。ソフトバンクは発電所の株式を一切保有しておらず、 発電所は全額日本が資金を提供
し、貿易協定の一環として設立された特別目的会社を通じて米国と日本が50対50で所有することになる。

しかし、この金額をめぐる論争は、東京における緊張した雰囲気を反映している。当局者らは、 日本が貿易協
定のプロジェクト選定から締め出され、必要な経験を持たない企業への支援を強要されるのではないかと懸念し
ている。

出典：Financial Times（web版、2026年3月19日公開）を大門実紀史事務所で和訳
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「なぜ我々が手数料を支払わなければならないのか?」と東京のある高官は述べた。「彼らは一切お金を出す必
要はないのに。」

貿易協定に基づき、投資による利益は、日本が投資額を回収するまでは日本と米国で50%ずつ分配されるこ
とになっている。その後は、米国が90%を受け取る。

3月19日にワシントンで行われる高市早苗首相とトランプ大統領の首脳会談を前に、東京では資金の使途に対
する懸念が深まっている。政府高官らは、この会談を新首相にとって「成否を分ける」 重要な局面と位置付けて
いる。

関係者によると、高市氏はトランプ大統領との首脳会談で、少なくとも3件の第2号投資案を発表する予定で、
その中には銅精錬、ディスプレイ製造、ウェスチングハウス社との原子力発電プロジェクトが含まれるとみられて
いる。

米商務省の報道官はこのリストは「不正確だ」と述べた。

この合意条件では、トランプ大統領に最終的な決定権が与えられ、日本はプロジェクト発表後45営業日以内に
資金を提供する義務を負う。つまり、この発電所建設に向けた期限は先月から始まっていたことになる。

関係者によると、ソフトバンクの同分野での経験が限られていることを考慮し、日本当局は依然として工場の運
営を入札にかけるよう求めているという。

孫氏がトランプ大統領と直接対話できる能力は、日本政府内では大きな強みと見なされている一方で、潜在的
な弱点とも捉えられている。

孫氏は、5500億ドル規模の投資基金が創設される以前から、ハワード・ラトニック商務長官に対し、日米共同
の政府系ファンド構想を最初に提案しており、現在でも、その基金を活用できるほど大規模な取引を説得力を
もって提案できる数少ない日本の人物の一人である。

ソフトバンクは既に、オハイオ州ポーツマスに建設予定の発電所の建設開始に向けて大規模な発注を行ってお
り、その中にはGE Vernova社製のタービン約170基に対する100億ドルの発注も含まれている。

関係者によると、ソフトバンクは開発事業者として、自社が運営するデータセンターに電力を販売する計画だと
いう。これらのデータセンターは、ソフトバンクが主要株主となっているOpenAI などの顧客にサービスを提供す
る予定だ。

日本の資金は、国際協力銀行(JBIC) と商業金融機関の両方から提供される。日本の輸出信用機関である
NEXIは、商業融資部分の90%以上を保証する。

両者の資金配分比率はまだ決定されていない。関係者によると、手厚い保証にもかかわらず、商業銀行は依然
として不安を抱えているという。

ソフトバンク、国際協力銀行(JBIC)、米国商務省はコメントを控えた。NEXIは、現在協議中で、保険適用範囲
についてはまだ決定していないと述べた。

ワシントン在住のエイミー・ウィリアムズによる追加取材
Copyright The Financial Times Limited 2026. All rights reserved.
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